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1は じ め に
戦後のわが国における会計基準の歴史をたどるさい,企 業会計原則自体の変
遷 とその他の個別会計基準の変遷 とを区別 して考察することは重要である。個
別会計基準 というのは,狭 義の企業会計原則以外のすべての会計基準 を意味す
る。両者を合わせて,広 義の企業会計原則 といわれることもある。狭義の企業
会計原則 と個別会計基準 との関係は,昭 和57年を境にして大きく変化 したよう
に思われる。昭和57年というのは企業会計原則が最終修正 された年であ り,そ
の後はまったく手が加えられていない。
昭和57年以前 に個別会計基準が無かったわけではない。しか し,それ らの数
は少な く,適用範囲 も明確 に区別 されていた。 しか も,企業会計原則の修正が
中心的に行なわれたため,両 者の衝突が起こることはほとんどなかった。 とこ
ろが,昭 和57年以降は事情が一変 した。個別会計基準が大幅に増加 し,企業会
計原則 を手直 ししなかったため,両 者で衝突が生 じるようになった。
本稿の目的は,近 年における会計基準の変遷 を個別会計基準の拡大 という側
面か らとらえ,企 業会計原則 との関係 を検討するとともに,会 計基準全体のあ
り方を考察 しようとする点にある。概念フレームワークに関する議論を加えた
のは,つい最近,注目を集める文書が公表されたためである。概念フレームワー
クは会計基準の基礎 をなす ものであ り,会計基準 と密接な関係 をもつからであ
る。
2昭 和57年以前の主な個別会計基準
企業会計原則の最終修正は昭和57年4月に行なわれた。それ以前に設定され
た個別会計基準はそれ以後 と比較 して数が少ない。ここでは主なものとして3
つの会計基準を取 り上げることにする。
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(1)原価計算基準(昭 和37年11月)
「原価計算基準」は昭和37年11月8日に設定された。その前身としては,昭
和12年に設定された 「製造原価計算準則」および昭和17年に設定 された 「製造
工業原価計算要綱」があげ られる。これら3つ の基準はそれぞれ異 なる環境下
で設定されたものであ り,連続性 をもつ ものとはいえない。 しかし,原価計算
基準の発展過程 をたどるうえでは一連の流れとしてとらえることが適切 といえ
よう。
原価計算基準 は,「企業会計原則の一環を成 し,その うちとくに原価 に関し
て規定 した もの」(前文)と いわれている。原価計算基準 を設定するうえで困
難な点のひとつは,財務会計の要素 と管理会計の要素をどの ように調和させる
かにある。企業の原価計算制度には,「真実の原価 を確定 して財務諸表の作成
に役立つ とともに,原価 を分析 し,これを経営管理者に提供 し,も って業務計
画および原価管理に役立」(前文)て ることが要請 される。そのためには財務
会計 と管理会計の両面 を視野に入れなければならない。
その後,企 業会計原則 と原価計算基準の関係 にひとつの問題が生 じた。それ
は,昭 和49年に商法計算規定 との一体化を目途として企業会計原則 を修正 した
際に,原 価計算基準の再検討をまった く行なわなかったことに起因する1)。
原価計算基準の再検討 を先送 りしたため,昭 和49年修正後の企業会計原則注
解(注8)で は,「製品等の製造原価は,適 正 な原価計算基準に従って算定 し
なければならない」 という表現に改め られた。文中の原価計算基準 は必ず しも
昭和37年設定の 「原価計算基準」 を特定 した意味になっていない。
原価計算基準の改訂方向についてはさまざまな意見が出された。岡本清氏 は,
現行の 「原価計算基準」 を踏襲 しなが ら,その管理会計的性格を強化する基準
設定が,も っとも現実的に有意義であると主張 している2)。
1)番 場嘉一郎 「『原価計算基準』の検討課題」『企業会計』第29巻2号,昭 和52年2
月,6ペ ージ。
2)岡 本清 「現行 『原価計算基準』 の再検討」(同編著 『原価計算基準の研究』 国元
書房,昭 和56年,19ペー ジ)。
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原価計算基準の見直 しは急務とされなが らも,まだ解決のめどは立っていな
い。原価計算基準は企業会計原則よりもさらに時代遅れになりつつある。
(2)連結財務諸表原則(昭 和50年6月)
「連結財務諸表原則」は昭和50年6月24日に設定された。それは昭和52年か
らの制度化に合わせて設定 された ものであ り,その前身 としては昭和42年に公
表された 「連結財務諸表に関する意見書」があげられる。
連結財務諸表は個別財務諸表をもとに作成される。連結財務諸表原則前文で
は,連 結財務諸表 と 「企業会計原則」の関係について,つ ぎのように述べてい
る。
「連結財務諸表原則は,『企業会計原則』 とは形式上別個のものとしてとり
まとめ られているが,連 結財務諸表の基礎 となる個別財務諸表 は,『企業会計
原則』に従 って作成 されるものでなければならない。従って,『企業会計原則』
が,連 結財務諸表原則の基礎 として存在することに留意 しなければならない。」
(二・3)
このことは基準性の原則(第 二 ・二)と して明示 されている。連結財務諸表
は個別財務諸表なしには作成できないのである。
昭和52年に証券取引法上で制度化されたのち,平 成9年6月 に連結財務諸表
原則は大幅に改訂 された。連結情報の重要性が高まり,従来の個別財務諸表中
心の考え方では不十分になったためである。改訂原則は,連 結財務諸表 を個別
財務諸表よりも重視する見方にもとついている。主な改訂内容 としては,持 株
基準を支配力基準 に変更 して連結範囲を拡大 したこと,親会社の投資 と子会社
の資本を相殺するさいに子会社の資産 ・負債を時価評価すること,な どがあげ
られる。
もちろん,企 業会計原則が不要になったわけではない。個別財務諸表の作成
基準は依然 として必要 とされた。
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(3)外貨建取引等会計処理基準(昭 和54年6月)
「外貨建取引等会計処理基準」は外貨建取引等に関する一般的かつ包括的な
会計処理基準 として昭和54年6月26日に設定された。その前身 としては,「企
業会計上の個別問題に関する意見」 として,昭 和43年5月から同48年3月にか
けて公表 された第1,第3,第4,第5お よび第6の5つ の意見があげ られる。
企業会計原則は固定相場制の時代に設定されたものであり,変動相場制に対応
した規定が無かったためである。
その後,平 成7年5月 に大幅な改訂がなされた。そこでは在外子会社等の財
務諸表の換算基準が,修 正テンポラル法か ら決算 日レー ト法に変更 された。テ
ンポラル法 とは,「外国貨幣 によってすでに測定されている項 目の数値の属性
をそのまま保持するように換算する方法3)」であ り,その一部 を修正 したのが
修正テンポラル法になる。修正テ ンポラル法はわが国特有の会計処理方法とし
て知 られていた。
さらに,平 成11年10月の改訂では,従 来,外 貨建金銭債権債務を短期と長期
に区分 し,長期の金銭債権債務 に取得時または発生時の為替相場が適用 されて
いたけれども,そ れをすべて決算時の為替相場によることとされた。こうした
変更は国際基準 との調和を考慮 に入れて行なわれたことである。
原価計算基準は改訂されずに時代遅れになりつつあるのに対 し,連結財務諸
表原則および外貨建取引等会計処理基準は最新の内容に改められている。
3昭 和57年以後の主な個別会計基準
昭和57年以後,個 別会計基準は飛躍的に増大 した。その主な原因としては,
企業会計原則でカバー しきれない会計問題が多数発生 したこと,な らびに,日
本基準を国際基準の水準に引き上げる要請が強 く働いたこと,が あげられる。
国際基準 として絶えず目標 とされたのは米国基準および国際会計基準である。
3)新 井清光著 『新版財務会計論(第3版)』 中央経済社,平 成8年,272ページ。
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ここでは代表的な10の会計基準を取 り上げ,企 業会計原則 との関係 に焦点を合
わせて考察することとしたい。
(1)セグメン ト情報開示基準(昭 和63年5月)
「セグメント情報の開示基準」は証券取引法上の財務情報の充実を目的とし
て昭和63年5月26日に設定 された。企業会計原則には,「二つ以上の営業を目
的 とする企業にあっては,そ の費用及び収益 を主要な営業別に区分 して記載す
る」(第二 ・二 ・A)とい う規定があるのみである。昭和61年10月に公表され
た 「証券取引法に基づ くディスクロージャー制度における財務情報の充実につ
いて(中 間報告)」において,セ グメント情報の充実の必要性が指摘 された。
その後,作 成者および利用者に対するアンケー ト調査を踏まえて,上 記基準に
もとつ くセグメン ト情報の開示が連結財務諸表において制度化された。
セグメン ト情報 は親会社が連結集団の情報 として作成 ・開示する ものであ
り,開示すべ きセグメント情報は,事 業の種類別情報 と親 ・子会社の所在地別
情報 とされた。 また,事 業のセグメント情報 として開示すべ き情報 は,売上高
および営業損益 とされた4)。
(2)リー ス取引会計基準(平 成5年6月)
「リース取引に係る会計基準」は平成5年6月17日に設定された。リース取
引は,従 来,賃 貸借取引として処理 され,借 手側ではリース料を費用処理 して
きた。そのため,企 業会計原則上,と くに問題となるようなことはなかった。
ところが近年,その経済的実態が売買取引と認められるものが増加 してきた。
そこで,リ ース取引に関する会計処理お よび開示方法を総合的に見直 し,公正
妥当な会計基準 を設定することが求め られるようになったのである(同 基準,
前文一)。
リース取引会計基準では,リ ース取引をファイナンス ・リース取引 とオペ
4)新 井清光編著 『日本会計 ・監査規範形成史料』中央経済社,平 成元年,30ペー ジ。
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レーティング ・リース取引に分類 し,前者を売買取引として処理 し,後者 を賃
貸借取引 として処理することとした。
ファイナンス ・リース取引 とは,リ ース契約に基づ くリース期間の中途にお
いて当該契約 を解除することができないリース取引またはこれに準ずるリース
取引で,借 手が,当 該契約に基づき使用する物件からもたらされる経済的利益
を実質的に享受することがで き,かつ,当 該リース物件の使用 に伴って生 じる
コス トを実質的に負担することとなるリース取引をいう。他方,オ ペ レーティ
ング ・リース取引 とは,そ れ以外のリース取引をいう(同基準,二)。
なお,リ ース物件の所有権が借手に移転すると認められるもの以外の取引に
ついては,リ ース物件の取得価額相当額等の注記を条件 として,通 常の賃貸借
取引に準 じて会計処理できることとされた(同基準,三・1・(2)および三 ・2・
(2))。
この点について,茅 根氏はつ ぎのように述べている。
「所有権が移転 しないファイナンス ・リースについては,通常の賃貸借取引
に準 じた会計処理(賃 貸借処理)を 容認 し,注記において資本化処理に相当す
る情報(資 産情報,負 債情報,損 益情報,処 理基準)を 開示することを要求し
ている。この結果,い ずれの処理でも開示の面では,リ ースに関する重要な情
報が入手で きることにな り,この点がわが国リース会計基準の最大の特徴を形
成 している5)。」
実務上は,フ ァイナンス ・リース取引について,オ フバランス化 して注記で
開示す る方法が大部分の企業で採用 されている。
(3)中間連結財務諸表等作成基準(平 成10年3月)
平成9年 の連結財務諸表原則の改訂 を契機 として,連 結ベースのディスク
ロージャーが個別ベースよりも重視 されるようになった。中間財務諸表につい
ても連結ベースのディスクロージャーが必要 とされ,平 成10年3月13日に 「中
5)茅根聡著 『リース会計』新世社,平 成10年,125ペー ジ。
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問連結財務諸表等の作成基準」が設定 された。中間連結財務諸表等作成基準は,
中間連結財務諸表作成基準 と中間財務諸表作成基準か ら成っている。
その前身としては,昭 和47年に公表 された 「半期報告書に記載される要約財
務諸表の作成手続 に関する試案」,ならびに昭和52年に設定 された 「中問財務
諸表作成基準」があげ られる。企業会計原則は決算財務諸表を対象 とした基準
であ り,中間財務諸表に関する基準は対象外になっていた。
中間連結財務諸表 としては,①中聞連結貸借対照表,②中間連結損益計算書,
③中間連結剰余金計算書,お よび④中間連結キャッシュ ・フロー計算書があげ
られる。 また,個 別ベースの中間財務諸表 としては,① 中間貸借対照表,② 中
間損益計算書,お よび③中間キャッシュ ・フロー計算書があげられる。これ ら
のうち,中 間連結キャッシュ ・フロー計算書 と中間キャッシュ ・フロー計算書
については,「連結キャッシュ ・フロー計算書等の作成基準」が別途公表され
ている。
中間財務諸表の性格 については実績主義と予測主義という2つ の考え方があ
る。昭和52年の中間財務諸表作成基準では予測主義が採用されたけれども,平
成10年の中間連結財務諸表等作成基準では実績主義 に変更された。中間財務諸
表として作成されるのは半期報告書であ り,四半期報告書はまだ制度化 されて
いない。
(4)連結キャッシュ ・フロー計算書等作成基準(平 成10年3月)
「連結キャッシュ ・フロー計算書等の作成基準」 は平成10年3月13日に設定
された。それは連結キャッシュ ・フロー計算書作成基準,キ ャッシュ ・フロー
計算書作成基準,中 問連結 キャ ッシュ ・フロー計算書作成基準お よび中間
キャッシュ ・フロー計算書作成基準の4つ の基準から成っている。
キャッシュ ・フロー計算書 を財務諸表に加えるべ きであるという主張は昭和
20年代か ら存在する。それが実現 したのは連結キャッシュ ・フロー計算書等作
成基準以後の ことになる。企業会計原則の財務諸表体系 にはキャッシュ ・フ
ロー計算書が含まれていない。 したがって,企 業会計原則にはキャッシュ ・フ
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ロー計算書に関する規定がない。連結キャッシュ ・フロー計算書等作成基準が
設定 されたということは,企 業会計原則の財務諸表体系が修正 されたことを意
味する。同作成基準の前文には,つ ぎのような説明がある。
「我が国では,資金情報を開示する資金収支表は,財 務諸表外の情報 として
位置付け られてきたが,こ れに代えて 『キャッシュ ・フロー計算書』を導入す
るに当た り,これを財務諸表の一つとして位置付けることが適当であると考え
る。」(前文,二)
キャッシュ(資 金)の 範囲は現金および現金同等物 とされてお り,狭い資金
概念が採用されている。 また,表 示区分 としては,営 業活動,投 資活動および
財務活動の各キャッシュ ・フローを示す3区 分が採用 されている。さらに,営
業活動 によるキャッシュ ・フローの表示方法 としては,直 接法 と間接法の選択
適用が認め られている。こうした特徴は国際基準 と調和するものになっている。
(5)研究開発費等会計基準(平 成10年3月)
「研究開発費等に係る会計基準」が設定 されたのは平成10年3月13日のこと
である。それはすでに述べ た中間連結財務諸表等作成基準お よび連結キ ャッ
シュ ・フロー計算書等作成基準 と同時に公表 された。研究開発費等会計基準 は
研究開発費 とソフ トウェアの会計基準か ら成 っている。研究開発費の会計処理
は発生時に費用処理することが要求されている。すなわち,研 究開発費を繰延
資産に計上することは認め られていない。 この点は企業会計原則 と異なってい
る。
企業会計原則ではつ ぎのように規定されている。
「創立費,開業費,新 株発行費,社 債発行費,社 債発行差金,開 発費,試 験
研究費及び建設利息は,繰 延資産に属するものとする。」(第三 ・四 ・(一)・C)
企業会計原則では開発費と試験研究費の概念が用いられてお り,研究開発費
という概念は用い られていない。 この点について,研 究開発費等会計基準はつ
ぎのように述べている。
「研究開発費に類似する概念 として,我 が国には試験研究費及び開発費があ
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る。しか し,試験研究費及び開発費は,その範囲が必ずしも明確でな く,また,
資産への計上が任意となっていること等から,内外企業間の比較可能性が阻害
されているとの指摘がなされている。」(前文,二)
国際基準では研究開発費の即時費用処理が一般化 している。 日本企業 と外国
企業の比較のためには,即 時費用処理が必要とされる。企業会計原則でいう試
験研究費の全部と開発費の一部が研究開発費に該当するといわれている。それ
らを繰延資産 に計上することはできなくなったわけである。企業会計原則の規
定は修正されたことになる。
(6)退職給付会計基準(平 成10年6月)
「退職給付に係 る会計基準」は平成10年6月16日に設定された。その前身と
しては昭和43年に公表 された個別意見第2「 退職給与引当金の設定について」
があげ られる。企業会計原則には退職給与引当金が引当金の1つ として例示さ
れているのみである。個別意見第2で は退職金を対象 として退職給与引当金の
設定基準が示 されたのに対 し,退職給付会計基準では退職一時金,退職年金等,
退職以後に従業員に支給 される給付全体に関する基準が示された。そのため,
名称 も退職給与引当金から退職給付引当金に変更された。
会計基準の基本的考え方についてはつ ぎのように述べ られている。
「退職給付に係 る会計処理については,将来の退職給付のうち当期の負担 に
属する額を当期の費用 として引当金 に繰 り入れ,当 該引当金の残高を貸借対照
表の負債の部に計上することが,企 業会計原則 に基づ く基本的な会計処理の考
え方である。」(前文,四 ・1)
退職給付費用の計算には割引率 を用 いる現価方式が採用 された。すなわち,
将来の退職給付額を現在価値に割 り引き,当 期の負担額が計算される。また,
年金債務 に関しては年金資産を控除した純額が貸借対照表に負債 として計上 さ
れることになった。
退職給付引当金の金額は,さ まざまな要素が複雑にからみ合ってお り,かな
り不確定な内容 になりやすい。
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(7)税効果会計基準(平 成10年10月)
「税効果会計に係 る会計基準」は平成10年10月30日に設定された。本基準は
平成9年 の改訂連結財務諸表原則および平成10年の中問連結財務諸表等作成基
準 と関連をもつ ものであ り,「連結ベースと個別ベース,そ れに年度決算 と中
間決算のすべてを対象 とした,包 括的な税効果会計の基準6)」になる。
税効果会計は,企 業会計上の収益または費用 と課税所得計算上の益金 または
損金の認識時点の相違等により,企業会計上の資産または負債の額 と課税所得
計算上の資産または負債の額に相違がある場合において,法 人税その他利益に
関連する金額を課税標準とする税金の額を適切に期間配分することにより,法
人税等を控除する前の当期純利益 と法人税等を合理的に対応 させることを目的
とする手続である(前 文,一)。
税効果会計 を適用 しない と,法人税等を控除する前の当期純利益 と法人税等
の額 は対応 しな くなる。税効果会計を適用することにより,貸借対照表 には繰
延税金資産および繰延税金負債が計上されることになる。繰延税金資産は将来
回収 される税金,繰 延税金負債は将来支払われる税金 をそれぞれ意味する。
(8)金融商品会計基準(平 成11年1月)
「金融商品に係る会計基準」が設定されたのは平成11年1月22日である。そ
の前身としては,平 成2年 に公表 された 「先物 ・オプション取引等の会計基準
に関する意見書等について」があげ られる。「しかし,先 物 ・オプシ ョン取引
の会計処理基準 については制定 までには至 らなかった7)。」
時価情報 を広範に提供 し,企業会計の透明性 を一層高めるためには,「注記
による時価情報の提供にとどまらず,金 融商品そのものの時価評価 に係る会計
処理をはじめ,新 たに開発 された金融商品や取引手法等 についての会計処理の
基準の整備が必要とされる」(前文,1・2)に 至 り,本基準が設定された。
6)斎藤静樹 「『税効果会計』意見書の概要と作成の経緯」 『企業会計』第51巻3号,
平成11年3月,18ページ。
7)大塚宗春編 著 『逐条解説金融商品会計基準』 中央経済社,平 成11年,3ページ。
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企業会計原則 との関係については,つ ぎのように明記されている。
「資産の評価基準 については 『企業会計原則』に定めがあるが,金融商品に
関 しては,原 則 として,本 基準が優先 して適用される。」(前文,II)
その解釈 について,大 塚氏は,商 法が原価評価 と時価評価の選択を認めてい
るところから,「本基準によって 『企業会計原則』が否定されるのではなく,『企
業会計原則』 も存在 しつつ,本 基準が優i先する関係にある8)」と述べている。
金融商品会計基準では,売 買 目的有価証券 について,「時価 をもって貸借対
照表価額 とし,評価差額は当期の損益 として処理する」(第三 ・二 ・1)と規
定されている。他方,企 業会計原則では,有 価証券は 「取得原価 をもって貸借
対照表価額 とする」(第三 ・五 ・B)と規定 されている。両者はまった く対立
する評価基準 を示 していることになる。
金融商品会計基準は証券取引法が適用 される企業に強制適用 される。企業会
計原則はそれ以外の企業にも適用 される。そこで,企 業会計原則の規定は必ず
しも否定されるのではない と解 されるようである。 しか し,こ うした規定の仕
方はあまりにもわかりにくいといえよう。
(9)減損会計基準(平 成14年8月)J
「固定資産の減損に係 る会計基準」は平成14年8月9日に設定された。同基
準によれば,「固定資産の減損 とは,資 産の収益性の低下によ り投資額の回収
が見込めなくなった状態であり,減損処理 とは,そ のような場合 に,一 定の条
件の下で回収可能性を反映させるように帳簿価額を減額する会計処理」(前文,
三 ・3)になる。
固定資産の帳簿価額は取得原価か ら減価償却費を控除 した金額で示される。
そのため,投 資額の回収可能性についてはこれまで考慮 されてこなかった。減
損会計基準の導入により,固定資産は適正な評価額 まで引 き下げられることに
なる。それは 「取得原価基準の下で行われる帳簿価額の臨時的な減額」(前文,
8)同 書,8ペ ー ジ 。
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三 ・1)にほかな らない。
減損会計 と時価会計の関係について,辻 山氏 はつ ぎのように述べている。
「減損会計は,資産を時価 で評価するいわゆる時価会計とは異質のものであ
る。時価会計では,資 産が上にも下にも評価替 えされるが,減 損会計では資産
の簿価は下方にのみ切 り下げ られる9)。」
企業会計原則は,固 定資産の貸借対照表価額 を取得原価か ら減価償却累計額
を控除 した価額 をもってす る,と 規定する(第 三 ・五 ・DおよびE)。また,
昭和35年に公表 された連続意見書第3「 有形固定資産の減価償却について」で
は,臨 時償却等に関する詳細 な説明がなされている。
減損処理と臨時償却の違いについて,同 氏はつぎのように述べている。
「臨時償却は投資の回収可能性 とは必ず しも対応せずに行われる手続 きであ
る点で,減 損処理 とは本質的に異なっている10)。」
減損会計基準 は企業会計原則お よび連続意見書で これまで考慮 されてこな
かった内容を基準化 したものといえよう。
㈲ 企業結合会計基準(平 成15年10月)
「企業結合に係る会計基準」 は平成15年10月31日に設定された。同基準によ
れば,企 業結合 とは,あ る企業またはある企業 を構成する事業 と他の企業また
は他の企業を構成する事業 とが1つ の報告単位に統合されることをいい,一 般
的には 「連結財務諸表原則」 にいう他の会社の支配の獲得 も含むとされている
(前文,三 ・1)。
企業会計原則では,合 併差益 を資本剰余金の1つ にあげるとともに,合 併差
益のうち消滅した会社の利益剰余金に相当する金額については,資本剰余金 と
しないことがで きると規定 されている(注 解,注19・(1))。しかし,具体的な
会計処理方法については言及 されていない。
企業結合会計基準 を設定 した背景の1つ として,「日本には,連 結や合併を
9)辻 山栄子編著 『逐条解説減損会計基準』 中央経済社,平 成15年,3ページ。
10)同書,8ペ ージ。
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含めて企i業のM&Aを 包括的に扱 う会計基準は存在 しなかった11)」ことがあ
げられる。
企業結合には 「取得」 と 「持分の結合」 とがあ り,前者にはパーチェス法,
後者 には持分プー リング法が適用 される。わが国の会計基準の特徴 は2つ の方
法を認めている点にある。ただし,持分プーリング法の適用範囲はきわめて限
定的に考えられている。
パーチェス法は,被 結合企業から受入れる資産お よび負債の取得原価を,対
価 として交付する現金および株式等の時価(公 正価値)と する方法をい う。 ま
た,持 分プーリング法は,す べての結合当事企業の資産,負 債お よび資本を,
それぞれの適切な帳簿価額で引継 ぐ方法をいう(前文,二)。
実施時期については,平 成18年4月1日以後開始する事業年度からとされて
いる。企業結合会計基準は,「俗に会計ビッグバンと呼ばれた一連の制度改革の,
いわば総仕上げに当たる基準12)」になるといわれている。基本的な会計基準
が整備 されたことか ら,つ ぎは概念 フレームワークの問題が検討されるように
なった。
4概 念 フレームワークの必要性
概念フレームワークは会計基準の基礎 にある考 えを示 し,将来における基準
設定の指針 として役立てられるものである。概念 フレームワークをめ ぐる議論
は米国で始 まり,各国に広がった。わが国では新井 ・白鳥両氏 による報告書を
嗜矢 とし,平成16年には 「財務会計の概念フレームワーク」が公表された。
(1)新井 ・白鳥報告書
新井清光 ・白鳥庄之助両氏が平成3年6月 ベルギーのブリュッセルで開催さ
れた会計基準設定機関国際会議で報告 した 「日本における会計の法律的及び概
11)斎藤静樹編著 『逐条解説企業結合会計基準』中央経済社,平 成16年,1ペ ージ。
12)同書,1ペ ージ。
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念的フレームワーク」は,わ が国で最初の概念フレームワークといえよう。
同報告書では,日 本の企業会計制度の特徴を説明したのち,法 律的 ・概念的
フレームワークが明らかにされている。その要旨をまとめると,つ ぎのように
なる13)。
日本の企業会計制度は,トライァングル体制 とも呼ばれているように,商法,
証券取引法お よび法人税法 という3つ の法令 によって形成 されている。 した
がって,会 計基準の設定活動はこの法律的フレームワークから自由ではない。
日本の企業会計法の基本法である商法は,ド イツ等の影響を受けて制定され
た。また,戦 後の 「企業会計原則」お よび証券取引法は,ア メリカの影響の も
とに制定された。 したがって,日 本には大陸モデルと英米モデルの両方の影響
が見 られることになる。
会計の主な目的 としては,(1)企業経営者 による受託責任の遂行状況を明 らか
にすること,(2)企業の処分可能利益(株 主に対する分配可能利益および企業に
対する課税所得)の 計算 を行 うこと,(3)株主その他の投資者に対 して投資意思
決定情報を提供すること,の3つ があげられる。
日本では,商 法が(1>と(2)を,証券取引法が(1>と(3)を,そして法人税法が(2)を
それぞれ重視 している。また,国 民経済的影響の配慮 という概念が暗黙に,し
か し根強 く存在 しているように思われる。
以上のような内容は,諸 外国の概念フレームワークと比較可能ではないもの
の,わ が国の実情を適切に伝えるものであった。
(2)「財務会計の概念フレームワーク」
「財務会計の概念フレームワーク」は討議資料 として平成16年7月に公表さ
れ,同年9月 に表現上の修正が行なわれた。それは基本概念ワーキング ・グルー
プが作成 し,企業会計基準委員会から公表 されたものである。
討議資料 は,「財務報告の 目的」,「会計情報の質的特性」,「財務諸表の構成
13)新井清光 ・白鳥庄之助著 『日本における会計の法律的及び概念的フレームワーク』
日本公認会計士協会,平 成3年,14-16ページ。
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要素」お よび 「財務諸表における認識 と測定」の4つ の部分から構成されてい
る。その構成内容は諸外国の概念 フレームワークと比較可能なものになってい
る。
最大の特徴はつ ぎの点にある。
「討議資料 は,資 産 ・負債から純資産 と包括利益を定義する一方,投 資家の
利用 目的の観点か ら,企業所有者の投資 とそれが リスクか ら解放 される過程と
に着 目した資本 と純利益の概念 を準備するとともに,そ れ ら構成要素の認識と
測定について,想 定される選択肢 を示 してそれぞれの意義をあきらかにしてい
る14)。」
財務諸表の構成要素 としては,資 産,負 債,純 資産,収 益,費 用,純 利益お
よび包括利益の7つ があげ られている。資産と負債の差額は純資産と規定され
る。収益 と費用の差額は純利益になる。包括利益は,「特定期間における純資
産の変動額のうち,報告主体の所有者である株主,子会社の少数株主,および,
将来それらにな りうるオプションの所有者 との直接的な取引によらない部分」
(財務諸表の構成要素,第8項)と 定義 される。そこで,純 利益 と包括利益は
並存する関係 になる。
資産 ・負債 ・収益 ・費用の認識 ・測定方法についてはさまざまな選択肢が用
意 されている。た とえば,資 産の測定に関しては,取 得原価,市 場価格,割 引
価値,入 金予定額(決 済価額または将来収入額)お よび被投資企業の純資産額
に基づ く額,が 示されている。それ らのうち最適な測定値が選択 されることに
なる。いずれか1つ に統一することは考えられていない。
「財務会計の概念フレームワーク」にはこの他にもさまざまな論点が含 まれ
ている。そうした論点に関 して,今 後,い ろいろな議論が生 まれて くるはずで
ある。討議資料ではな く企業会計基準委員会の見解 として固まるまでには,ま
だかな りの時間が必要 と思われる。
14)斎藤静樹 「討議資料 『財務会計の概念フレームワーク』の意義と特質」『企業会計』
第57巻1号,平 成17年1月,23ページ。
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5む す び
これまで会計基準の変遷を個別会計基準の観点か ら考察 してきた。個別会計
基準は近年著 しく増加 した。それらは企業会計原則に規定のないまったく新 し
い基準であった り,企業会計原則の内容を修正する基準であった りした。企業
会計原則 自体では時代 の要請に対応 しきれな くなっていることは明 らかであ
る。
それでもなお企業会計原則が会計基準の中心的な位置をしめているのはなぜ
であろうか。企業会計原則は個別企業の決算財務諸表を対象 とした会計基準で
ある。証券取引法上,連 結財務諸表が個別財務諸表 よりも重視されるようにな
り,また中間財務諸表の重要性が高まったにしても,個 別ベースの決算財務諸
表が不要になることはない。
企業会計原則の有効性を回復するためには,や はり個別会計基準 との関係を
より透明な ものにすることが大切である。そのためには企業会計原則 を個別会
計基準 と調和するように修正することが不可欠と思われる。具体的にはキャッ
シュ ・フロー計算書の位置づけ,試 験研究費 ・開発費 と研究開発費の関係,退
職給与引当金 と退職給付引当金の関係,有 価証券め評価等 について,早 急な調
整が望まれる。
会計基準が発展す るにつれて,全 体像が次第に見えにくくなってくる。全体
像が明確にな らなければ,会 計基準に対する理解は深まらないであろう。最近
の概念フレームワーク論が会計基準の全体像を明確 にして くれるのか,そ れと
もさらに混乱させることになるのかは,ま だ不明である。
